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コロナ禍で学んだことは何？
地方自治への期待は？役割り発揮は？
前回開催の昨年１２月には予想も

しなかった事態が拡がっています。

でも、萎縮・閉塞感に流されてばか

りはいられません。

自治体労働組合の矜持である、自

らの雇用や労働条件を高めるととも

に住民の幸せ実現を一つの課題とし

て運動する大事な時ではないでしょ

うか。正規、非正規、委託等の雇用

形態を超えて、自分の仕事とコロナ

禍打開、暮らしとコロナ禍克服の道

筋を一緒に考える集いにしませんか。

第40回県本部地方自治研究集会 開催企画
日程 １２月１３日（日）午前10時30分開会

◎ 講 演 新型コロナと国・地方財政の動向

～～国や自治体が取り組むべき課題～～

立命館大学政策科学部 平 岡 和 久 教授

◎ テーマ別研究報告
〇テーマ１ コロナ禍のもとで自治体財政・事業は？

～～県内東西南北の自治体のコロナ関連

財政・事業を調べて報告します。（２ペー

ジ以降は、その準備を始めたところです）

○テーマ２ コロナで自治体運営はどう変わる？

～～コロナ以前からの公共施設見直し、

外部化・産業化、スマート自治体への動

きを報告します。

〇テーマ３ コロナ下でゆるがず活躍しよう！

～～各分野での頑張りを報告・交流

◎ 会 場 本会場：さいたま市文化センター（南浦和）

リモート第２会場：所沢、第３会場：草加、第４会場：深谷を予定（個人Zoom参加も可能）

〇問合せ 県職・各市町職の組合事務所・役員 又は 下記まで
自治労連埼玉県本部 さいたま市浦和区岸町７－１２－８ 電 話 ０４８－８６６－０６６１

メール jichiroren-saitama@nifty.com ＦＡＸ ０４８－８６６－１１８６

政府が長期にわたって公衆衛生施

策を後退させてきた結果、新型コロ

ナＶの感染対策の不備は当分長引く

ことが予想されます。

では、この間の国、県・市町村の

対策はどうだったのか？ 今後、ど

の様な施策が求められるのか？ そ

の検証を職場と地域から行うことが

大切ではないでしょうか。

そして、共生可能な新しい地域社

会を展望し、人間らしい働き方と暮

らしを営むことができる社会をご一

緒に考えましょう。



県や各市町村への交付金は
有効に使われているのか ？
国から地方へのコロナ対策支援は基本的に「緊急

包括支援金」と「地方創生臨時交付金」で行われま

した。前者は事業内容が限定され、かつ埼玉県経由

なので使い勝手が悪いとされています。一方、後者

は、県・市町村も知恵を出して事業を行えますが、

はたして本当に感染や雇用・営業の落ち込みから住

民を守るための有効な事業になっているのでしょう

か。各市町村の事業は庁内情報等を見て、個別に検

証してみる必要がありそうです。

３ページの「表１」は、地方創生臨時交付金の各

自治体への交付限度額一覧です。Ｅが１兆円の国補

正の第１次分と２兆円の国補正の第２次分の合計額

であり、それなりの金額になります。

配分は市町村の財政力を基本に感染状況、事業所

や人口構成等で行われたことから、配分額（限度額）

に相当の差があります。そこで、市町村人口で限度

額を除したのがＧです。一人当たりにすると東秩父

村61,125円と戸田市4,563円で13倍の差です。ちな

みに、感染が拡大した、さいたま市6,586円、川口

市7,261円、所沢市6,737円等で、これをどうみるか？

いずれにしても配分された額がどう使われている

かの検証は、職員・住民として各自治体の姿勢を探

るうえで必要なとりくみではないでしょうか。

コロナ２年度（来年度）の
予算編成も進行中だけど？
自治体では予算編成方針が示され、各担当課の来

年度事業の精査・見積、予算要求も山場でしょう。

報道では、埼玉県「来年度財源不足1475億円」、

さいたま市「170億円の財源不足」とありますが、

２自治体だけでなく、各自治体内部（一部外部へも）

では「25億円足りないので『財政非常事態宣言』を

発した」（新座市）、「史上最大級の危機を迎え」

（所沢市）「“危機対応モード”の財政運営を行う」

（上尾市）などの財政困難が発信されています。そ

して、事業の見直し・縮小・延期、人件費抑制、独

自の補助金見直し、公共施設運営の見直し……等々

の指示となっています。

その際、共通しているのが、コロナで市税収入が

落ち込む、コロナ対策に相当の基金・積立金を使っ

てしまい、新年度予算の不足を補填する財源がない、

というセリフです。そこで、各自治体の基金・積立

金の推移を把握する前段として表２を用意しました。

各自治体財政の継続精査が必要
これは2018年度（平成30年度）決算であり、この

後、2019年度がどうなったかは9月の決算議会で公

表されています。そして、2020年度（令和2年度）

にどれだけ取り崩しているかは各補正予算の推移を

確認する必要があります。

基金・積立金が少ない自治体はコロナを理由に様々

な事業変更や緊縮を提案してくる可能性が高く「表

２」の「財調 Ｂ/Ａ＊100」は各自治体の歳入規模

（総額）に対する財政調整基金の比率で、低い自治

体ほど悲鳴をあげているようです。基金・積立金の

合計（Ｅ/Ａ＊100）の比率や、地方債借入金現在高

（借金）は基金・積立金の何倍かも比べて財政の実

像を探ってみましょう。意外に基金・積立金が大き

いのに職員人件費削減を声高に発信している自治体

もあります。

国の「ばらまき」・特定事
業者の「便乗もうけ」、
「国民犠牲転嫁」はＮＯ！

ただし、自治体の過度の財政危機発信は要注意で

す。危機を訴えるなら、住民や職員ではなく“国”

でしょ！ 国は、コロナ感染防止に役立たない財政

支出、痛い所に届かない処方政策、そして一部企業

や団体の優遇策での大儲けを見直すべきです。

また、地方の財政確保のためにも優遇税制の見直

し（41兆円の財源可能と試算されている）や大企業

内部留保への応分負担を求めるべきです。

そして、自治体首長・幹部職員も、こんな時だか

らこそ国にも声をあげてほしいものです。

テーマ１ では着々と研究・意見交換準備が進行中






